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地方分権改革推進委員会の「第４次勧告」に関する談話
１．地方分権改革推進委員会（委員長：丹羽宇一郎伊藤忠商事会長）は、11月９日、地方の税財源に関わる「当面の課題」と「中長期の課題」について、「第４次勧告」（以下「勧告」とする）を鳩山総理に提出した。国と地方の税源配分を５：５とする税源移譲、「一括交付金」等による国庫補助負担金の整理、地方交付税の見直し等、大きな方向性としては一定の評価ができるが、懸念すべきいくつかの課題も残されている。

２．当面の課題として、直轄事業負担金の廃止・縮小、地方への事務・権限の移管は税財源の移譲とセットで行うべきなどの点は評価できるが、「一括交付金」については、総額の決め方や交付基準など制度内容が詰まっておらず検討不足と言わざるを得ない。また、地方交付税の法定率の引き上げを勧告しているが、中長期的な課題である税源移譲との関係を整理すべきである。

３．中長期の課題である地方への税源移譲については、前政権のめざした「3年後の消費税引き上げ」を前提とした検討経過を引きずっており、現政権では今後の税制抜本改革のなかであらためて地方への税源移譲の道筋をつける必要がある。また、地方交付税の見直しは、税源移譲に伴う地域間財政力格差の是正をはかるうえで重要である。地域格差の一層の拡大が懸念されるなかで、ナショナルミニマムとしての公共サービスを確保する観点から、人口と面積のみを基準とした新型交付税を安易に拡大すべきではない。

４．勧告を受けて、政府は、「現政権が目指す地域主権を実現していく上で（中略）参考とする」との談話を発表した。今後は、鳩山首相をトップとする「地域主権戦略会議（仮称）」が設置され、地方分権推進計画や必要な法令改正案の作成が行われる見通しである。連合は、現政権において、中央から地方への財源と権限のシフトに関する具体的内容が検討され、国民生活の安心と安定に寄与する地域住民のための分権改革が実現されるよう、今後も取り組みを進めていく。
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